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平成３０年４月１９日判決言渡   

平成２７年（行ウ）第３９３号  所得税更正処分等取消請求事件  

主      文  

    １  原告の請求をいずれも棄却する。  

    ２  訴訟費用は原告の負担とする。  

事実及び理由  

第１  請求  

 １  兵庫税務署長が平成２６年３月１４日付けでした原告の平成２２年

分の所得税の更正のうち納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当

する税額）８８万０９００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決

定を取り消す。  

 ２  兵庫税務署長が平成２６年３月１４日付けでした原告の平成２３年

分の所得税の更正のうち納付すべき税額４万７４００円を超える部分

及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。  

 ３  兵庫税務署長が平成２６年３月１４日付けでした原告の平成２４年

分の所得税の更正のうち納付すべき税額４０万４６００円を超える部

分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。  

第２  事案の概要  

    本件は，Ｂ商店の屋号でＬＰガス，Ａ重油，灯油等の燃料小売業を営

む原告が，平成２２年分から平成２４年分まで（以下「本件各年分」とい

う。）の所得税の確定申告において，原告が代表者を務める株式会社Ｃ

（以下「本件会社」という。）にＢ商店の業務を委託したとして，その外

注費（以下「本件外注費」という。）を事業所得の金額の計算上必要経費

に算入したところ，兵庫税務署長が，本件外注費を必要経費に算入する

ことはできないとして，原告に対し，本件各年分の所得税の更正（以下

「本件各更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定（以下「本
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件各賦課決定処分」といい，本件各更正処分と併せて「本件各処分」とい

う。）をしたため，被告を相手に，本件各更正処分のうち各申告額を超え

る部分及び本件各賦課決定処分の取消しを求める事案である。  

 １  関係法令の定め  

  (1) 所得税法２７条２項は，事業所得の金額は，その年中の事業所得

に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする旨規定し，同

法３７条１項は，その年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算

入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，事業所得の総収入

金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した

費用の額及びその年における販売費，一般管理費その他これらの所

得を生ずべき業務について生じた費用の額とする旨規定する。  

  (2) 所得税法１５７条１項１号は，税務署長は，法人税法２条１０号

に規定する同族会社の行為又は計算で，これを容認した場合にはそ

の株主等である居住者の所得税の負担を不当に減少させる結果とな

ると認められるものがあるときは，その居住者の所得税に係る更正

又は決定に際し，その行為又は計算にかかわらず，税務署長の認め

るところにより，その居住者の各年分の総所得金額等（所得税法１

２０条１項１号等に掲げる金額）を計算することができる旨規定す

る。  

 ２  前提となる事実（当事者間に争いのない事実並びに掲記の証拠及び

弁論の全趣旨により容易に認められる事実。以下，書証番号は特に断

らない限り枝番号を含む。）  

  (1) 原告及びＢ商店（甲１～３，３５）  

    原告の父であるＤは，Ｂ商店の屋号でＬＰガス（液化石油ガスの

保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液化石油ガス法」

という。）２条１項にいう液化石油ガス），Ａ重油，灯油等の燃料小
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売業を営んでいたが，平成１８年１月１日，息子である原告にＢ商店

の事業を承継し，それ以後，原告がＢ商店の事業主となった。  

    原告は，本件各年分の所得税の課税対象期間である平成２２年１

月１日から平成２４年１２月３１日までの間（以下「本件期間」とい

う。），Ｂ商店の屋号で上記の燃料小売業を営んでいた。  

  (2) 本件会社（甲１６，２５～２８）  

    本件会社は，上下水道，給排水，衛生設備及び浄化槽設計施工，

冷暖房及びポンプ設計施工，空調機器設計施工，消防施設工事設計

施工，土木工事業等を目的とする株式会社である。  

    本件会社は，法人税法２条１０号に規定する同族会社であり，原

告は，平成１４年４月１日から平成２６年３月３１日まで同社の代

表取締役であった。また，原告は，本件会社の平成２１年９月１日

から平成２２年８月３１日までの事業年度（以下「平成２２年８月

期」といい，その他の事業年度も同様に表記する。）から平成２５

年８月期まで，本件会社の主要な株主であった。  

  (3) 本件各処分に至る経緯（甲１～４）  

   ア  原告は，兵庫税務署長に対し，平成２３年２月１７日，原告の

平成２２年分の所得税の確定申告書を，平成２４年２月２３日，

平成２３年分の所得税の確定申告書を，平成２５年３月５日，平

成２４年分の所得税の確定申告書を，それぞれ提出した。  

     原告の本件各年分における申告額は，別表「課税の経緯」の「確

定申告」欄のとおりである。  

   イ  原告は，本件各年分の所得税の申告において，Ｂ商店の業務で

あるＬＰガス等の配達，販売，保守等の業務（以下「本件配達販

売」という。）を本件会社に委託し，本件会社に本件外注費を支

払った（以下「本件取引」という。）として，これを事業所得の金
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額の計算上必要経費に算入した。ただし，本件配達販売を実際に

行ったのは，Ｂ商店の事業主たる地位と本件会社の代表取締役た

る地位を併有していた原告である。  

     本件外注費の金額は，平成２２年分が６６５万円，平成２３年

分が６９２万５０００円，平成２４年分が６７５万５０００円で

ある。  

   ウ  兵庫税務署長は，原告に対し，平成２６年３月１４日付けで，

本件外注費を必要経費に算入することは，事業経営者自身に対す

る報酬を必要経費として認めることと等しい効果が認められ，原

告の所得税の負担を不当に減少させる結果となるなどとして，所

得税法１５７条１項の規定を適用し，本件各処分をした。  

     本件各処分における更正額等は，別表「課税の経緯」の「更正

処分等」欄のとおりである。  

  (4) 本件訴訟に至る経緯等（甲５，６）  

   ア  原告は，平成２６年４月３０日付けで，兵庫税務署長に対し，

本件各処分の全部の取消しを求めて異議申立てをしたが，同税務

署長は，同年６月２７日付けで，原告の異議申立てをいずれも棄

却する旨の決定をした。  

   イ  原告は，平成２６年７月２８日，国税不服審判所長に対し，本

件各処分の全部の取消しを求めて審査請求をしたが，同所長は，

平成２７年６月２４日付けで，原告の審査請求をいずれも棄却す

る旨の裁決をした。  

   ウ  原告は，平成２７年１０月２８日，本件訴えを提起した（顕著

な事実）。  

 ３  主たる争点  

  (1) 本件外注費は原告の事業所得に係る必要経費に該当するか  
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  (2) 本件取引が所得税法１５７条１項の規定による同族会社の行為計

算否認の対象となるか  

  (3) 本件各更正処分の理由附記に不備があるか  

 ４  主たる争点に関する当事者の主張の要旨  

  (1) 本件外注費は原告の事業所得に係る必要経費に該当するか（争点

①）  

   （被告の主張）  

   ア  必要経費該当性の判断基準  

     所得税法は，「必要経費」の直接的な定義規定を設けていない

ものの，同法３７条１項の文理及びその趣旨に照らせば，ある支

出が必要経費に該当するというためには，①それが事業活動と直

接の関連性を有し（以下「関連性要件」という。），②事業の遂行

上必要な支出である（以下「必要性要件」という。）との２要件を

充足しなければならず，この２要件を満たさないものは，同法４

５条１項の家事上の経費（家事費）に該当し，必要経費には算入

されない。そして，上記２要件の判断は，関係者の主観的判断を

基準とするのではなく，客観的にされなければならない。  

     そして，ある支出が事業の遂行上必要であるかどうか（必要性

要件）の判断は，所得税法が必要経費の控除を認める趣旨を踏ま

えた上で，当該業務の内容，当該支出及びその原因となった契約

の内容，支出先と納税者との関係など個別具体的な諸事情に即し，

社会通念に従って実質的に行われるべきである。  

   イ  本件外注費の必要経費該当性  

    (ｱ) 原告は，Ｂ商店の事業主の地位と本件会社の代表取締役の地

位を兼ねている者であるところ，Ｂ商店の事業主として本件会

社に本件配達販売を外注し，本件会社に本件外注費を支払った



6 

 

上で，原告自身が本件配達販売に従事していた。  

      本件取引は，原告以外の本件会社の従業員が本件配達販売に

従事することを想定しておらず，飽くまで原告のみが本件配達

販売に従事することを前提としてされたものであり，現に本件

配達販売に従事していたのは原告のみであった。また，Ｂ商店

の事業主である原告は，本件配達販売等の業務の遂行に必要な

設備や，液化石油ガスの販売登録及び保安機関の認定を有して

いたが，本件会社はこれらを有しておらず，本件会社の事業目

的に本件配達販売は含まれていなかったのであるから，Ｂ商店

の事業主である原告ではなく，本件会社の代表取締役としての

原告に本件配達販売をさせる必要はなかった。  

      そして，原告は，本件配達販売に従事するに当たり，Ｂ商店

の保有する車両等の設備を使用し，その経費もＢ商店の事業主

である原告自身が全て負担する一方，本件会社の役員でありな

がら個人業務（本件配達販売）をしているという理由で，個人

業務の従事日数に日当を掛けて算出した外注配達費を本件会社

に支払っていたというのである。  

      以上の事実からすると，本件取引は，Ｂ商店の事業主である

原告が本件会社に本件配達販売を外注し，本件外注費を支払う

という体裁を取っているものの，これを実質的にみれば，原告

の個人事業に係る業務の遂行を原告自身が行ったことに対して

外注費名目の金銭が支払われたというにすぎない。Ｂ商店の事

業主である原告が，本件会社に本件配達販売を外注して本件外

注費を支払っても，結局は原告自身が本件配達販売に従事する

ことになる以上，本件取引に基づく本件外注費の支払は，社会

通念上，Ｂ商店の事業を遂行する上で，客観的な必要性が認め
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られない。  

      したがって，本件外注費は，必要経費の２要件のうち必要性

要件を充足しないから，原告の事業所得に係る必要経費に該当

しない。  

        (ｲ) 所得税法３７条１項が必要経費の控除を認める趣旨は，投下

資本の回収部分に課税が及ぶことを避ける点にある。しかるに，

上記 (ｱ)の事実関係からすれば，本件外注費は，Ｂ商店の事業主

である原告が，自らの個人事業に係る業務を自らの設備と労力

を使用して行ったことに対して支払われた金銭にほかならない。

そうすると，本件外注費を原告の事業所得の計算上必要経費と

して認めることは，原告自身が行った個人事業に係る労力の対

価を必要経費に算入することに等しく，また，このような金銭

を原告が支払ったとしても，結局は原告自身が本件配達販売を

含むＢ商店の業務全般に従事することとなる以上，これによっ

て原告の業務上の負担を軽減したり，原告（Ｂ商店）の収益を

増加させる効果はなく，かえって収益を減少させる結果を招く

のであるから，本件外注費に投下資本の回収部分は存在しない。 

      したがって，本件外注費を必要経費に算入することは，所得

税法の趣旨に反するというべきである。  

    (ｳ) 仮に本件外注費を必要経費として認めるとすると，個人事業

主と同族会社の代表取締役を兼務している者の場合，本来は，

自らの個人事業に従事した報酬相当額は必要経費に算入するこ

とができないにもかかわらず，当該個人事業の業務を同族会社

に外注して外注費を支払うという体裁を取ることによって，こ

れを個人事業の必要経費に算入し，個人の所得税の負担を減少

させることが可能となる（更にいえば，同族会社の所得が赤字
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の場合には，当該外注費を当該同族会社の売上げに計上しても，

法人税の負担が増加することはない。）。そして，当該個人事

業主が当該同族会社に対して支払った当該外注費については，

役員報酬の名目で同額の返金を受けることとすれば，当該役員

報酬には給与所得控除が適用されるため，その給与所得控除の

分だけ個人事業主の所得が圧縮され，所得税が不当に減少する

こととなる。  

      このように，本件外注費を必要経費として認めるとすると，

個人事業主と同族会社の代表取締役を兼務する者に対し，自由

に税負担額を操作することを許すことにつながり，適正かつ公

平な税負担という租税法の基本的な趣旨に反する結果となる。  

   （原告の主張）  

   ア  本件外注費の必要経費該当性  

     本件外注費については，Ｂ商店の事業主である原告と本件会社

との間に有効な法律行為（本件取引）が存在することを前提とし

て，本件取引に基づいて本件会社（実際の業務従事者はその代表

者である原告）が業務に従事しているという実態があり，さらに，

本件取引に基づく業務の遂行に対して，原告から本件会社に対し

て対価が支払われ，本件会社においてはこれが売上げとして計上

されている。そして，被告は，これらの行為の存在や有効性を争

っていない。  

     そうすると，Ｂ商店の事業主である原告は，本件取引に基づき

本件会社が従事した業務によって事業所得を得ており，その事業

所得のために本件会社に対して本件外注費を支払っているのであ

るから，本件外注費が業務の遂行上必要な支出であることは明ら

かであり，原告の事業所得に係る必要経費に該当する。  
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   イ  被告の主張に対する反論等  

    (ｱ) 被告は，本件取引に関して，実質的には，原告個人が営む事

業を自ら遂行したものにすぎないというが，上記アのような法

律行為や実態の存在は，実質的には原告個人が営む事業を自ら

遂行したものにすぎないとの主張とは相容れないし，実質的に

みればなおのこと，原告個人が営む事業を自ら遂行したものと

はいえないはずである。  

      しかも，上記のような一連の取引は，Ｂ商店の事業主がＤで

あった頃から行われていたものである。すなわち，Ｂ商店と本

件会社との間の有効な私法上の取引は，原告がＢ商店の事業主

になる前から存在し，その当時から，原告は，本件会社から派

遣されて本件配達販売に従事していたのであり，原告がＢ商店

の事業主になった後も，これまでの状況が維持されていたにす

ぎない。したがって，Ｂ商店の事業主が原告になったというだ

けで，本件外注費の必要経費該当性が否定される理由はないは

ずである。  

    (ｲ) 被告は，本件外注費を必要経費に算入することは，Ｂ商店の

事業主である原告自身に対する報酬を必要経費に算入すること

に等しく，必要経費の控除を認める趣旨に反するなどと主張す

る。  

      しかし，所得税法上，必要経費の要件（関連性要件及び必要

性要件）を充足しているにもかかわらず必要経費該当性が否認

されるのは，同法５６条等の限られた場合のみであって，同法

においては，このような規定以外に，私法上有効に成立した法

律行為に基づき支払われている費用で必要経費の要件を充足す

るものにつき，必要経費該当性を否定する別段の定めは存しな
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い。被告の上記主張は，本件外注費を実質的に原告自身に対す

る報酬とみた上で，その必要経費該当性を否定するものである

が，このような実質課税は，有効に成立した法律行為を無効又

は不存在とみなすものであって同法３７条１項の解釈の範囲を

超えており，租税法律主義に反するものであって，許されない。  

        (ｳ) 原告の妻であるＥは，平成１９年４月に本件会社の従業員と

なり，平成２１年３月から平成２４年８月までの間，Ｂ商店（原

告）から本件会社への事務委託に基づき，Ｂ商店の事務処理に

従事していた。この間，本件会社は，本件外注費と共に事務費

の名目で月額７万５０００円を請求しており，原告は，この事

務費を本件会社に支払うとともに，所得税の確定申告において

も，事業所得に係る必要経費として申告していた。所轄税務署

長も，上記事務費を原告の事業所得に係る必要経費として認め

ていたのであり，本件会社に委託された業務を誰が履行するか

という点により，必要経費該当性が異なる理由はなく，本件外

注費についても上記事務費と同様に必要経費該当性が認められ

るべきである。  

       (ｴ) 原告は，平成１８年以降，本件会社からの役員報酬（年間６

００万円）のほか，Ｂ商店の事業主として事業所得を得ている。

そして，原告は，本件会社での勤務時間のうち少なくとも４分

の３以上の時間，Ｂ商店から受託した本件配達販売に従事して

いたものであるから，上記６００万円のうち少なくとも４５０

万円は，実質的には，Ｂ商店（原告）から本件会社に支払われ

た本件外注費の一部である。そうすると，仮に本件外注費が必

要経費と認められない場合，上記４５０万円に対して二重に課

税がされる結果となるのであり，このような結果が不合理であ
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ることは明らかである。  

  (2) 本件取引が所得税法１５７条１項の規定による同族会社の行為計

算否認の対象となるか（争点②）  

   （被告の主張）  

      ア  所得税法１５７条１項の「所得税の負担を不当に減少させる結

果となると認められる」かどうかは，専ら経済的，実質的見地に

おいて当該行為又は計算が通常の経済人の行為として，不合理又

は不自然であるか否かにより判断すべきである。また，上記「所

得税の負担を不当に減少させる結果となると認められる」かどう

かを検討するに当たっては，専ら経済的，実質的見地から判断す

べきであるから，それが，独立・対等で相互に特殊関係のない当

事者間で通常行われる取引とは異なっている場合も，経済的合理

性を欠く行為等に当たるとするのが相当であり，そのような経済

的合理性を欠く取引により，同族会社の株主等の税負担の減少が

生じている場合には，所得税の負担を不当に減少させる結果が生

じているということができると解される。  

   イ  原告がした本件配達販売等のＢ商店の業務は，原告が営む個人

事業の業務を原告自身が行ったものにすぎず，それを本件会社に

外注する必要はなかったのであり，本件取引は，本件会社に本件

配達販売を外注して「外注配達費」を支払うという体裁を取って

いるだけで，実質的には，原告の個人事業に係る業務全般を原告

自らが行ったことについて本件会社に金銭を支払うというものに

ほかならないから，経済的，実質的見地から判断すると，純経済

人の行為又は計算として不合理かつ不自然であり，経済的合理性

があるとは認められない。  

     本件会社は原告の同族会社であるところ，本件会社が原告によ
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り意思決定を支配されている同族会社であるからこそ，原告の個

人事業である本件配達販売等のＢ商店の業務全般を本件会社に外

注し，原告自身がこれに従事するという実質的に不必要な取引が

行われ，その対価が「外注配達費」という名目で本件会社に支払

われるという体裁を取ることができたのであり，本件取引は，本

件会社が原告の同族会社でなければなし得ない取引であったとい

うべきである。  

     このように，本件取引は，独立・対等で相互に特殊関係のない

当事者間で通常行われる取引とは異なり，同族会社でなければ通

常行われ得ないものであって，経済的，実質的見地から判断する

と，純経済人の行為又は計算として不合理かつ不自然なものであ

る。  

   ウ  本件では，本件取引及びこれに基づく本件外注費の支払によっ

て，本件外注費が原告個人の事業所得の費用に計上され，原告個

人の所得税の負担を本件各年分合計で５７８万９８００円減少さ

せているのであるから，本件外注費の支払によって原告の所得税

の負担が不当に減少していることは明らかである。なお，本件外

注費を本件会社の売上げに計上しなかった場合，本件会社の平成

２２年８月期，平成２３年８月期及び平成２４年８月期の所得は

いずれも赤字であり，本件外注費を本件会社の売上げに計上して

も，その法人税の負担は４９万９５００円しか増加していない。  

   エ  以上のとおり，本件取引は，所得税法１５７条１項の規定によ

る同族会社の行為計算否認の対象となる。  

   （原告の主張）  

      ア  Ｂ商店において，本件配達販売を第三者である法人等に委託す

ることは通常行われるものであるし，他方，そのような場合に，
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第三者である法人等は収益を得ることになるのであるから，第三

者である法人等がこれを受託し，その所属員を当該業務に従事さ

せることは，同族会社に限定されることなく，通常行われるもの

である。本件における委託先は，原告が代表取締役を務める本件

会社であるところ，かかる取引は，独立かつ対等で相互に特殊な

関係にない当事者間で通常行われるべき取引と比較して，純経済

人の行為として不自然なところは何ら存しないし，本件取引によ

ってＢ商店から本件会社に支払われた金額は，外注配達費として

相当な金額であり，同族会社であるが故に高額な支払が行われて

いたという事実もなく，本件取引は，純経済人の行為として不合

理かつ不自然な行為ではなく，何らの異常性も認められない。  

   イ  被告も，Ｄと本件会社との間の契約に係る取引が正常な行為で

あると認めているところ，原告がＢ商店の事業を承継しても，取

引の内容はもとより，その経済的実態も何ら変わらない。すなわ

ち，Ｂ商店の事業主は本件配達販売を本件会社に外注し，本件会

社は本件配達販売を受託して本件外注費を売上げに計上する点で

何ら変更はないのであって，事業承継の前後を問わず，所得税額

の不当な減少はないから，所得税法１５７条１項を適用する余地

はない。  

  (3) 本件各更正処分の理由附記に不備があるか（争点③）  

   （原告の主張）  

        本件各更正処分の通知書（以下「本件各通知書」という。）におい

 て，「６．否認する行為」に否認する行為は示されているものの，

「所得税の負担を不当に減少させる結果」の判断基準に基づいた判

断過程（あてはめ）が具体的に示されていない。すなわち，所得税の

納税義務者である原告が，更正の対象となった事実及びそれに対す
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る法的評価を明確に判断し得るものとはなっておらず，理由附記に

不備があるといわざるを得ない。そして，本件各通知書は，「今回の

人夫派遣に係る費用を必要経費に算入することは，事業経営者自身

に対する報酬を必要経費として認めることと等しい結果が認められ

る」として，所得税の負担を不当に減少させる結果になっているとす

るが，所得税法１５７条１項の規定を適用したことについての具体

的理由の記載はなく，この理由のみでは，同法１５５条２項の理由附

記の趣旨に照らして十分なものとはいえない。  

   （被告の主張）  

        本件各更正処分は，本件外注費が所得税法１５７条１項の規定に

よる同族会社の行為計算否認の対象となり，その支払が否認される

という法的評価・判断に基づいて行われたものであり，必要経費を

算定する基になった帳簿書類の記載自体を否認したものではない。

よって，本件各更正処分は，帳簿書類の記載自体を否認することな

く更正をする場合に該当する。  

    そして，本件各通知書には，処分理由として，前提となる事実及

び根拠条文が示され，本件外注費が同族会社の行為計算否認規定の

対象となった結果，その支払が否認されること及び更正後の具体的

な事業所得の金額が記載されている。  

    そうすると，本件各更正処分は，更正の対象を特定し，その必要

経費の一部を否認する旨，具体的な金額及び理由を法令に即して明

示してされたものであるから，行政庁の恣意抑制及び不服申立ての

便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に更正の根拠を

明示したものといえる。  

    したがって，本件各更正処分に係る理由附記には，同法１５５条

２項の要求する更正理由の附記として欠けるところはない。  
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第３  当裁判所の判断  

 １  本件外注費は原告の事業所得に係る必要経費に該当するか（争点①） 

  (1) 必要経費該当性の判断基準等  

    所得税法２７条２項は，事業所得の金額は，その年中の事業所得

に係る総収入金額から必要経費を控除した金額とする旨規定し，同

法３７条１項は，その年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算

入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，当該所得の総収入

金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した

費用の額及びその年における販売費，一般管理費その他当該所得を

生ずべき業務について生じた費用の額とする旨規定する。これらの

規定による必要経費の控除の趣旨は，原資を維持しつつ拡大再生産

を図るという資本主義経済の要請から，所得を稼得するための投下

資本の回収部分に課税が及ぶことを避ける点にあるものと解される。 

    他方，同法４５条１項は，居住者が支出し又は納付する家事上の

経費及びこれに関連する経費で政令に定めるもの（１号）の額は，

事業所得の金額の計算上，必要経費に算入しない旨規定し，所得税

法施行令９６条１項１号は，必要経費に該当する経費として，「家

事上の経費に関連する経費の主たる部分が…事業所得…を生ずべき

業務の遂行上必要であり，かつ，その必要である部分を明らかに区

分することができる場合における当該部分に相当する経費」を掲げ

ている。  

    以上のような関係規定の文言及びその趣旨を踏まえると，ある支

出が事業所得の金額の計算上必要経費として控除されるためには，

当該支出が事業所得を生ずべき業務と合理的な関連性を有し（関連

性要件），かつ，当該業務の遂行上必要であること（必要性要件）を

要すると解するのが相当である。  
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    そして，必要経費該当性（関連性要件及び必要性要件）の判断に

当たっては，投下資本の回収部分に課税が及ぶことを避けるという

必要経費の控除の趣旨に加え，家事上の経費との区別や恣意的な必

要経費の計上防止の要請等の観点も踏まえると，関係者の主観的判

断を基準とするのではなく，客観的な見地から判断すべきであり，

また，当該支出の外形や名目等から形式的類型的に判断するのでは

なく，当該業務の内容，当該支出及びその原因となった契約の内容，

支出先と納税者との関係など個別具体的な諸事情に即し，社会通念

に従って実質的に判断すべきである。  

  (2) 認定事実  

       前記前提となる事実，証拠（甲３５，乙７及び原告本人のほか，

各項掲記の証拠）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認めら

れる。  

      ア  原告がＢ商店の事業を承継するまでの経緯  

    (ｱ) 原告は，昭和５３年頃，本件会社の前身であるＦに就職し，

製図や現場工事を担当していたが，平成元年頃に本件会社を退

職し，その後，Ｄが営んでいたＢ商店の事業専従者となり，Ｄ

と共にその業務全般に従事していた。  

      ただし，原告は，本件会社を退職した後も，本件会社の応援

依頼に応じて，同社の業務である配管工事等に従事することが

あり，その場合には，原告が本件会社から直接日当を受け取る

のではなく，Ｂ商店たるＤが，本件会社に原告の日当相当額を

請求し，これを受け取っていた。  

    (ｲ) 本件会社は，昭和５８年２月２３日に設立された。本件会社

の目的は，上下水道，給排水，衛生設備及び浄化槽設計施工，

冷暖房及びポンプ設計施工，空調機器設計施工，消防施設工事
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設計施工，土木工事業等であり，本件配達販売（ＬＰガス等の

配達，運搬，保守等）や労働者派遣は含まれていない（甲１６）。  

    (ｳ) 原告は，平成１４年４月１日，本件会社の代表取締役に就任

し，これと同時にＢ商店の事業専従者から外れたが，原告の他

に本件配達販売を行う適任者がいなかったため，その後も原告

が本件配達販売等の業務に従事することとなった。  

            原告の上記就任等に伴い，原告，Ｄ及びＧ税理士（Ｂ商店及

び本件会社の顧問税理士。）の３名が協議し，これ以後，Ｂ商

店たるＤが本件会社にＢ商店の業務（主に本件配達販売である

がそれ以外の業務も含む。以下「本件委託業務」という。）を委

託し，原告が本件委託業務に従事し，月ごとに本件会社がＤに

「人夫派遣費」名目の外注費（本件会社の受注業務に係る日当

相当額を参考にして算出）を請求し，Ｄがこれを本件会社に支

払い，これをＢ商店の事業に係る必要経費に計上するものとさ

れた（以下「本件取決め」という。）。ただし，本件取決めにつ

き，契約書等の書面は作成されず，本件委託業務の範囲はもと

より，原告が本件委託業務に従事する日数や時間，本件取決め

の及ぶ期間等についても，明確な合意や取決めはなかった。  

      本件取決めにより本件委託業務に従事するのは原告のみであ

り，本件会社の他の従業員らがこれに従事することは予定され

ておらず，実際にもそのようなことはなかった。  

      イ  原告がＢ商店の事業を承継した後の経緯  

       (ｱ) Ｄは，平成１７年２月頃から入退院を繰り返すようになり，

原告は，平成１８年１月１日，ＤからＢ商店の事業を承継し，

その事業主となった。  

      原告は，同月１６日，液化石油ガス法３条１項に基づく液化
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石油ガスの販売登録を受けるとともに，同日，同法２７条３項

及び同法２９条１項に基づく液化石油ガスの保安機関の認定を

受けた（乙３）。  

    (ｲ) 原告は，ＤからＢ商店の事業を承継した後も，Ｂ商店たる原

告が本件会社に本件委託業務を委託し，原告が本件委託業務に

従事し，原告が本件会社に外注費を支払うという本件取決めに

よる取扱いを継続した（甲２９，３０）。なお，原告によるＢ商

店の承継の際には，原告，Ｄ及びＧ税理士の間で特段の協議は

行われず，従前と同様に，契約書等の書面も作成されなかった。  

    (ｳ) 本件取決め以降，原告が本件委託業務に従事したことにより

Ｂ商店たるＤ又は原告から本件会社に支払われた外注費は，Ｄ

又は原告の所得税の確定申告において，「外注加工費」又は「外

注配達費」の科目（平成１８年末に外注加工費から外注配達費

に科目振替）で，事業所得に係る必要経費に計上された（甲１

～３，８～１５）。他方，本件会社においては，平成１４年８月

期以後の確定申告において，本件取決めによりＢ商店たるＤ又

は原告から支払われた外注費を売上げとして計上した（甲１７

～２７）。  

    (ｴ) 本件取決め以降，原告がいつ本件会社の業務に従事するか本

件委託業務に従事するかは，原告自ら判断して決めており，原

告は，基本的に，本件会社の受注業務に係る現場作業等に従事

した日を除く平日（月曜日から土曜日まで）は，ほぼ全日，本

件委託業務に従事するものとしていた（ただし，原告は，平日

の朝と夕方には，必ず本件会社の事務所に顔を出し，指示をし

たり報告を受けたりしていた。）。そして，本件委託業務に従

事した日数については，原告が，自己の手帳にメモする方法で
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記録し，これを本件会社の従業員に伝えており，外注費の金額

は，原告が申告したこの日数を基に算出されていた。  

      また，本件委託業務の範囲は，本件配達販売を含むＢ商店の

業務全般に及ぶもので，その範囲に特段の限定はなかった。  

      ウ  本件期間に関する事情  

    (ｱ) 本件期間における本件外注費の金額は，原告が本件委託業務

に従事した日数に１日当たり２万円又は２万５０００円の単価

を乗じて計算されており（甲２９，３０），平成２２年分が６

６５万円，平成２３年分が６９２万５０００円，平成２４年分

が６７５万５０００円である。  

      原告が本件委託業務に従事した日数は，平成２２年が２６６

日，平成２３年が２７７日，平成２４年が２８４日である（な

お，日曜及び祝日を除く日数は，年間で３００日程度である。）。  

    (ｲ) 本件期間において，原告は，本件配達販売等の業務の遂行に

必要な液化石油ガスの販売登録及び保安機関の認定を受けてい

たが，本件会社は，上記登録及び認定を受けていなかった（乙

３）。なお，液化石油ガス法２７条１項等の規定により，ＬＰ

ガスのガスボンベを交換する際には，保安機関の認定を受けた

者が設備の点検等の保安業務を行う必要があるとされているた

め，保安機関の認定を受けた者が上記交換作業を行うのが通例

である（乙４）。  

    (ｳ) 本件期間において，原告は，Ｂ商店の事業用の資産として，

石油貯蔵タンク，石油防油堤等の石油貯蔵設備及びタンクロー

リー車２台等を保有し，これらの設備，車両等を使用して本件

配達販売を行っており，その燃料代等の経費も全て原告が負担

していた。他方，本件会社は，本件期間において，上記のよう
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な設備，車両等を保有していなかった。（以上につき甲１～３，

乙１）  

    (ｴ) 本件期間において，原告が本件会社から役員報酬として受け

取った給与所得の収入金額は，平成２２年及び平成２３年がい

ずれも年６００万円（平成１８年から平成２１年までの期間も

年６００万円）であり，平成２４年が年５７０万円であった（甲

１～１５）。これらの金額は，原告が本件配達販売又は本件委

託業務に従事した日数や，本件外注費の金額の多寡とは連動し

ておらず，年間当たりの金額で決められていた。  

  (3) 本件外注費の必要経費該当性（当てはめ）  

    上記認定事実によれば，原告は，本件期間において，Ｂ商店の事

業主の地位と本件会社の代表取締役の地位を併有していたものであ

るが，①本件会社の目的は，上下水道，給排水，衛生設備及び浄化

槽設計施工等であり，本件配達販売や労働者派遣は含まれていない

こと（認定事実ア (ｲ)），②原告は，本件配達販売等の業務の遂行に

必要な液化石油ガスの販売登録及び保安機関の認定を受けていたが，

本件会社は，上記登録及び認定を受けていなかったこと（同ウ (ｲ)），

③原告は，Ｂ商店の事業主として保有する設備，車両等を使用して

本件配達販売等の業務を行っており，その燃料代等の経費も全て原

告が負担し，他方で，本件会社は，このような設備，車両等を保有

していなかったこと（同ウ (ｳ)），④本件取決めにより本件委託業務

に従事するのは原告のみであり，本件会社の他の従業員らがこれに

従事することは予定されておらず，実際にもそのようなことはなか

ったこと（同ア (ｳ)），⑤原告がいつ本件会社の業務に従事するか本

件委託業務に従事するかは，原告自ら判断して決めており，原告は，

本件会社の受注業務に係る現場作業等に従事した日を除く平日は，
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ほぼ毎日，本件委託業務に従事していたこと（同イ (ｴ)，ウ (ｱ)），⑥

本件委託業務の範囲は，本件配達販売を含むＢ商店の業務全般に及

ぶもので，その範囲に特段の限定はなかったこと（同ア (ｳ)，イ (ｴ)），

以上の事実が認められる。これらの事情によれば，原告は，本件期

間において，自己の個人事業（Ｂ商店）に係る業務全般を，自己の

保有する設備，車両等や資格を用いて，日常的に，自己の経験と判

断に基づき，自己の労力及び経費負担をもって遂行していたものと

いうべきである。そして，本件取決め又は本件取引については，契

約書等の書面が作成されておらず，契約の重要な要素についても明

確に定められていないなど（同ア (ｳ)，イ (ｲ)），一般的な事業者間

の業務委託契約や労働者派遣契約とは明らかに異質のものであるこ

とも考慮すると，原告による本件委託業務の遂行の実質は，本件会

社による役務の提供（業務委託）や労働力の提供（労働者派遣）と

いったものではなく，正に，原告が自らＢ商店の事業主として主体

的にその業務を遂行していたものというほかはない。  

    そうすると，Ｂ商店の業務に関し，Ｂ商店たる原告が本件会社に

対し本件配達販売を委託し，本件会社がこれを遂行し，原告から本

件会社に対し本件外注費が支払われたという形式及び外観が存在す

るものの，その実質は，原告が自らＢ商店の事業主としてその業務

を遂行する一方で，本件取決めに基づく取扱いを継続することによ

り，本来支払う必要のない事業主自身の労働の対価（報酬）を，「外

注配達費」や「人夫派遣費」という名目で本件外注費として本件会

社に支払っていたものといわざるを得ない。  

    以上によれば，本件外注費は，社会通念上，Ｂ商店の業務の遂行

上必要であるとはいえず，必要経費該当性の判断基準における必要

性要件を欠くものと認められるから，原告の事業所得に係る必要経
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費には該当しないというべきである。  

  (4) 原告の主張について  

   ア  原告は，本件取引に基づく本件外注費の支払は，ＤがＢ商店の

事業主であった頃から行われていたものであり，原告がＢ商店の

事業をＤから承継した後もそれまでの状況が維持されていたにす

ぎないから，本件外注費の必要経費該当性が否定される理由はな

いはずであるなどと主張する。  

     しかし，ＤがＢ商店の事業主であった頃は，事業主と業務遂行

者は形式的にも実質的にも異なるのであるから，Ｄが支払った外

注費を必要経費と認めることに特段の問題はないというべきであ

るが，原告がＢ商店の事業主となった後は，上記 (2)及び (3)で認

定説示した事情の下では，その実質において，原告が自らＢ商店

の業務を遂行していたものとみざるを得ないのであって，本件外

注費には業務遂行上の必要性が認められないから，その必要経費

該当性は否定されるというべきである。このように，原告がＢ商

店の事業を承継する前と後では，判断の基礎となる事情が大きく

異なるのであるから，必要経費該当性の判断が異なることには合

理的な理由がある。原告の主張は採用することができない。  

     また，原告は，平成２１年３月から平成２４年８月までの間，

Ｂ商店（原告）の本件会社に対する事務委託に伴い，本件会社の

従業員である原告の妻がＢ商店の事務を処理し，原告から本件会

社に対し月額７万５０００円の事務費が支払われているところ，

当該事務費は必要経費として認められているから，本件外注費に

ついても必要経費該当性が認められるべきであるとも主張する。

しかし，これも上記と同様であって，原告自身がＢ商店の業務を

遂行する場合と，本件会社の従業員である原告の妻がＢ商店の業
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務を遂行する場合とでは，判断の基礎となる事情が大きく異なる

のであるから，必要経費該当性の判断が異なることには合理的な

理由がある。原告の主張は採用することができない。  

      イ  原告は，被告の主張は，必要経費該当性の判断に名を借りた実

質課税であり，有効に成立した法律行為を無効又は不存在とみな

すものであって，所得税法３７条１項の解釈の範囲を超えており，

租税法律主義に反し許されないなどと主張する。  

     しかし，前述のとおり，必要経費該当性（関連性要件及び必要

性要件）の判断に当たっては，支出の外形や名目等から形式的類

型的に判断するのではなく，個別具体的な諸事情に即し，社会通

念に従って実質的に判断すべきであり（上記 (1)），このような判

断の方法は，所得税法３７条１項の文理から離れるものではなく，

その解釈として許される範囲を超えるものではない。そして，前

述のとおり，本件の事案に係る個別具体的な諸事情に即し，社会

通念に従って実質的に判断すれば，本件外注費はＢ商店の業務の

遂行上必要であるとはいえないのであって（上記 (2)(3)），この

ような判断は，同項の解釈及び適用（当てはめ）の範疇を超える

ものではなく，租税法律主義に反するものでないことは明らかで

ある。  

     なお，本件外注費の業務遂行上の必要性（必要性要件）を否定

することは，あくまでも必要性の評価の問題であって，本件取決

めや本件取引を無効又は不存在とみなすものではないから，この

ような理解を前提とする原告の主張は，その前提を誤るものとい

うほかはない。  

      ウ  原告は，本件期間において，本件会社での勤務時間のうち少な

くとも４分の３以上の時間は，Ｂ商店から受託した本件配達販売
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に従事していたから，本件会社からの役員報酬である年６００万

円のうち少なくとも４５０万円は本件外注費の支払に依拠してい

るなどとして，仮に本件外注費が必要経費と認められない場合，

上記４５０万円は，原告の事業所得及び給与所得において二重に

課税される結果となり，不合理であるなどと主張する。  

          しかし，原告が本件会社から役員報酬として受け取った給与所

得の収入金額は，平成１８年から平成２３年までは一律に年６０

０万円，平成２４年が年５７０万円であって，原告が本件配達販

売又は本件委託業務に従事した日数や，外注配達費（人夫派遣費）

の金額の多寡とは連動しておらず，年間当たりの金額で決められ

ていたものと認められる（認定事実ウ (ｴ)）。このような役員報酬

の算定方法等に加え，一般に，会社の役員報酬は，勤務時間や売

上げ等から機械的に算出されるものではなく，役員としての責任

の軽重や職務の内容等の諸事情を総合的に勘案して金額が決せら

れるものであることも考慮すると，仮に上記役員報酬の原資に事

実上本件外注費が含まれていたとしても，原告の事業所得と給与

所得（役員報酬）は所得の発生原因を異にする別個のものといわ

ざるを得ず，上記役員報酬の一部を原告の事業所得と同視するこ

とはできないから，同一の所得が事業所得と給与所得の二重に計

上されているとはいえない。原告の主張は採用することができな

い。  

      エ  原告は，以上のほかにも，要旨，①本件外注費は，いわゆる個

別対応の経費（所得税法３７条１項の「事業所得の総収入金額に

係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費

用」）であって，必要性要件該当性を吟味するまでもなく，必要

経費に該当することは明らかである，②必要経費該当性の判断基
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準（関連性要件及び必要性要件）は，必要経費と家事費との区別

を行うためのものであるところ，本件外注費が家事費に該当しな

いことは明らかであるから，本件外注費は必要経費に該当しない，

③金額が過大である場合はともかく，関連性要件が認められる支

出の全額につき，必要性要件が否定されることはあり得ないなど

と主張する。  

          しかし，①については，必要経費該当性は，上記 (1)の判断基準

のとおり，関連性要件と必要性要件の２つの要件をもって判断す

るのが相当であると解され，上記基準により必要経費に該当する

と認められる場合に，個別対応の経費と期間対応の経費に区分さ

れるにすぎない。したがって，本件外注費が上記のいずれの経費

に該当するかは，その必要経費該当性を判断する上で直接問題と

なるものではない。しかも，本件の事実関係の下では，本件外注

費と本件配達販売による売上げとは個別的に対応するとは認めら

れないから（認定事実イ (ｴ)，ウ (ｴ)等），本件外注費は個別対応

の経費とはいえず，原告の上記①の主張はその前提を欠くものと

いうほかはない。  

     ②については，上記のとおり，必要経費該当性は，関連性要件

と必要性要件の２つの要件をもって判断するのが相当であり，必

要経費に該当しないものが家事費であるというべきであるから，

家事費に該当するかどうかを必要経費該当性の判断基準とするこ

とはできない。また，典型的な家事費に該当しないことをもって，

必要経費に該当すると推認することもできない。  

          ③については，たとい支出の外形や名目等から業務との関連性

が認められる場合であっても，当該支出の実質に照らしてその全

部又は一部につき業務遂行上の必要性が認められないときは，必



26 

 

要経費の控除の趣旨に照らし，これを必要経費と認めることはで

きないというべきであり，関連性要件該当性につき当事者間に特

段の争いがないからといって，当然に必要性要件も認められると

いうものではない。  

     また，仮に，本件のような事情の下で，本件外注費を原告の事

業所得に係る必要経費として認めるとすると，個人事業主（農家，

個人商店など）と同族会社の代表者を兼務する者の場合，事業主

自身が従事する業務を会社に外注し，その外注費を支払うことに

すれば，本来は必要経費に算入することのできない事業主自身の

労働の対価を，個人事業の必要経費とすることができることとな

り，ひいては，税額の自由な操作を許すことになりかねないので

あって，租税法の根本原則に反する不合理な結論となることは明

らかである。  

          以上のとおり，原告の主張はいずれも採用することができない。

また，原告は，他にも様々な観点から縷々主張するが，いずれも

上記認定判断を左右するに足りない。  

  (5) まとめ  

        以上によれば，本件外注費は，原告の事業所得に係る必要経費に

は該当しないというべきである。なお，本件外注費が原告の事業所

得に係る必要経費に該当しない以上，本件取引が所得税法１５７条

１項の規定による同族会社の行為計算否認の対象となるか（争点②）

については，判断する必要がない。  

 ２  本件各更正処分の理由附記に不備があるか（争点③）  

    (1) 所得税法１５５条２項が，青色申告書に係る所得税について更正

をする場合には，更正通知書にその更正の理由を附記すべきものと

しているのは，同法が，青色申告書に係る所得の金額の計算につい
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ては，それが法定の帳簿組織による正当な記載に基づくものである

以上，その帳簿の記載を無視して更正がされることがないことを納

税者に保障した趣旨に鑑み，行政庁の判断の慎重，合理性を担保し

てその恣意を抑制するとともに，更正の理由を相手方に知らせて不

服申立ての便宜を与える趣旨に出たものと解されるところ，帳簿書

類の記載自体を否認することなしに更正をする場合においては，当

該更正は納税者による帳簿の記載を覆すものではないから，更正通

知書に記載されている更正の理由が当該更正の根拠を上記の理由附

記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明示するものである限

り，同法の要求する更正理由の附記として欠けるところはないと解

するのが相当である（最高裁判所昭和６０年４月２３日第三小法廷

判決・民集３９巻３号８５０頁参照）。  

  (2) 本件各通知書（甲４）には，要旨，①本件各年分の所得税の確定

申告書について，調査の結果，事業所得の金額に誤りがある旨（○

処分の理由），②本件会社から請求された「人夫派遣費」は，原告

が，原告の経営する事業に従事するために本件会社に支払った金額

と認められる旨（１  外注配達費），③所得税法１５７条１項の規

定の内容（３  所得税法第１５７条（同族会社の行為又は計算の否

認等）），④本件各年分において，本件会社は同族会社に該当し，原

告はその株主であると認められる旨（５  同族会社），⑤所得税法

上，事業経営者自身に対する報酬は必要経費とすることができない

ところ，本件外注費を必要経費に算入することは，事業経営者自身

に対する報酬を必要経費として認めることと等しい効果が認められ，

原告の所得税の負担を不当に減少させる結果となるので，本件外注

費に係る取引行為を否認する旨（６  否認する行為），⑥本件各年

分の事業所得の金額は，本件外注費の金額を加算した金額となる旨
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（７  事業所得の金額）などが記載されている。  

        本件各更正処分は，帳簿書類の記載自体を否認するものではない

ところ，本件各通知書には，上記のとおり，処分理由として，否認

の対象とされた経費の名目とその実質の認定，否認の根拠とされた

条文（所得税法１５７条１項）とその内容，否認の対象となった行

為と上記規定への当てはめ，否認により加算される事業所得の金額

等が順を追って示されているものと認められる。そうすると，本件

各通知書に附記された理由は，本件各更正処分の根拠を，行政庁の

判断の慎重，合理性を担保してその恣意を抑制し，不服申立ての便

宜を図るという理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に

明示するものというべきであり，同法が求める理由の附記として欠

けるところはなく，本件各更正処分について理由附記の不備の違法

はないというべきである。  

 ３  結論  

   以上のとおり，原告が主張する本件各処分の違法事由はいずれも採

用することができず，その他，本件各処分を取り消すべき違法事由は

見当たらないから，本件各処分はいずれも適法であると認められる。  

   よって，原告の請求はいずれも理由がないからこれを棄却すること

とし，主文のとおり判決する。  

大阪地方裁判所第７民事部  

裁判長裁判官      山   田      明  

 

 

 

    裁判官      徳   地      淳  
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          裁判官      小   林  真  由  美                                                


